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1.  22年3月期の連結業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 139,229 △9.2 2,158 △26.0 1,843 △24.8 1,083 1.7
21年3月期 153,275 △15.3 2,915 38.4 2,452 78.9 1,065 57.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年3月期 6.94 ― 3.7 1.2 1.6
21年3月期 6.82 ― 3.6 1.5 1.9

（参考） 持分法投資損益 22年3月期  ―百万円 21年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 154,527 30,914 19.8 195.96
21年3月期 155,472 28,202 18.0 178.63

（参考） 自己資本   22年3月期  30,605百万円 21年3月期  27,917百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年3月期 2,642 △622 △2,163 18,927
21年3月期 3,061 △590 △2,848 18,937

2.  配当の状況 

(注）次期の期末配当は未定であります。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
22年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 0 0.0 0.0
23年3月期 

（予想）
― ― ― ― ― ―

3.  23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

54,000 △8.4 △300 ― △500 ― △500 ― △3.20

通期 147,000 5.6 3,300 52.9 2,700 46.5 1,900 75.3 12.16



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注）詳細は、16、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「1株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期 156,689,563株 21年3月期 156,689,563株
② 期末自己株式数 22年3月期  509,000株 21年3月期  407,721株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年3月期の個別業績（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期 135,716 △9.6 1,827 △30.7 1,445 △32.1 909 △6.7
21年3月期 150,116 △15.1 2,636 48.9 2,129 114.4 974 106.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年3月期 5.82 ―
21年3月期 6.24 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期 149,406 29,056 19.4 186.04
21年3月期 150,128 26,540 17.7 169.82

（参考） 自己資本 22年3月期  29,056百万円 21年3月期  26,540百万円

2.  23年3月期の個別業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記予想は本資料の決算発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異な
る場合があります。 
 次期の期末配当につきましては、厳しい経営環境が続く中、今後の収益状況等を見極める必要があることから、現時点での配当実施については未定とさ
せていただき、配当予想の開示が可能となった時点で速やかに開示することといたします。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

52,500 △8.6 △400 ― △600 ― △600 ― △3.84

通期 144,000 6.1 3,100 69.7 2,500 73.0 1,800 98.0 11.52



(1) 経営成績に関する分析 

 ① 当期の経営成績 

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、在庫調整の一巡により生産活動に持ち直しの動きが見られ、輸出が緩や

かに増加するなど景気に回復基調があるものの、雇用情勢や個人消費に大きな改善が見られず、デフレの持続懸念も

あり、景気をさらに下押しするリスクを抱えた厳しい状況が続きました。  

 建設業界におきましては、上半期における公共建設投資の前倒し発注や、補正予算の執行などにより、受注環境に

若干の回復傾向が見られましたが、企業収益の低迷と設備の過剰感から民間建設投資が抑制されたことに加え、住宅

需要の冷え込みの影響もあり、企業間の受注競争はますます激化し、経営環境は一層厳しい状況で推移しました。  

 このような状況の中、当社におきましては、平成21年度を初年度とする「中期経営計画“2009～2011”」を策定 

し、「めざす企業の姿」を明確にするとともに、「ゆるぎない経営基盤」を創りあげるために、技術、営業、人材、

財務のそれぞれの分野における力を蓄え、鉄道工事をはじめとした得意分野のさらなる発展と、注力する市場や成長

分野への対応を図っていくことを定め、計画達成に向けての行動に着手しました。 

 平成21年度においては 

・激動の時代を勝ち残るために、さらなる「選択と集中」を推進する 

・安全と品質を向上しながら、確実に利益を確保できる地力を強化する 

・社員に焦点を当て、一人ひとりが成長できる環境を整える 

等を主な施策として重点的に取り組み、「ゆるぎない経営基盤」の構築を図ることに全力をあげてまいりました。  

 当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、受注高は123,365百万円（前連結会計年度比11.3％減）、 

売上高139,229百万円（前連結会計年度比9.2％減）となりました。また、経常利益は1,843百万円（前連結会計年度 

比24.8％減）、当期純利益は1,083百万円（前連結会計年度比1.7％増）となりました。  

 （注）当社グループにおいては建設事業以外は受注生産活動を行っていません。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。（事業の種類別セグメントごとの業績については、セグメント

間の内部売上高等を含めて記載しています。） 

（建設事業） 

 建設事業については、売上高136,208百万円（前連結会計年度比9.5％減）、営業利益1,670百万円（前連結会計年 

度比33.6％減）となりました。 

（不動産事業） 

 不動産事業については、売上高2,399百万円（前連結会計年度比7.3％増）、営業利益405百万円（前連結会計年度 

比5.7％増）となりました。 

（その他事業） 

 その他事業については、売上高15,400百万円（前連結会計年度比2.7％減）、営業利益71百万円（前連結会計年度 

比575.7％増）となりました。 

  

 ② 次期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、建設業界におきましては、住宅着工に持ち直しの傾向があるものの、公共建設投資

は政策の見直しにより大幅に減少する見通しが強まり、民間建設投資も当面低水準で推移することが予想されます。

 このような厳しい経営環境のもと、平成22年度において当社は、「中期経営計画“2009～2011”」の二年目とし 

て、これまでの取り組みを確実に実行するとともに、さらなる変革を推し進め、以下の業績の確保に努めてまいりま

す。  

 当社グループの次期の連結業績見通しにつきましては、売上高147,000百万円、営業利益3,300百万円、経常利益 

2,700百万円、当期純利益1,900百万円を予定しています。 

 個別業績につきましては、受注高144,000百万円、売上高144,000百万円、営業利益3,100百万円、経常利益2,500百

万円、当期純利益1,800百万円を予定しています。  

１．経営成績



(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末における資産合計は、投資有価証券の増加2,435百万円などがありましたが、流動資産のその他

の減少（主に未収入金）1,473百万円、未成工事支出金の減少1,377百万円などがあり、前連結会計年度末に比べ944

百万円減少し154,527百万円となりました。負債合計は、支払手形・工事未払金等の増加3,506百万円などがありま 

したが、１年内償還予定の社債の減少3,500百万円、未成工事受入金の減少2,404百万円などがあり、前連結会計年 

度末に比べ3,657百万円減少し123,612百万円となりました。純資産合計は、その他有価証券評価差額金の増加1,612

百万円、利益剰余金の増加949百万円などにより、前連結会計年度末に比べ2,712百万円増加し30,914百万円となり 

ました。  

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ9百万円（0.0%）減少し18,927百万円

となりました。 

各活動によるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりです。 

○営業活動によるキャッシュ・フロー 

 未成工事受入金の減少2,404百万円などによる資金の減少要因がありましたが、仕入債務の増加3,506百万円、未 

成工事支出金の減少1,377百万円などによる資金の増加があり、営業活動によるキャッシュ・フローは2,642百万円 

（前連結会計年度は3,061百万円）となりました。 

○投資活動によるキャッシュ・フロー 

 有形固定資産の取得による支出471百万円、無形固定資産の取得による支出178百万円などにより、投資活動によ 

るキャッシュ・フローは△622百万円（前連結会計年度は△590百万円）となりました。 

○財務活動によるキャッシュ・フロー 

 社債の発行による収入3,920百万円、長期借入れによる収入3,240百万円などがありましたが、社債の償還による 

支出7,140百万円、長期借入金の返済による支出2,247百万円などにより、財務活動によるキャッシュ・フローは 

△2,163百万円（前連結会計年度は△2,848百万円）となりました。 

 なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりです。 

（注）１．各指標の算出は、以下の算式を使用しています。  

          自己資本比率：自己資本／総資産  

          時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

          キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

          インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額  

      ２．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しています。  

      ３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。  

      ４．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

        ています。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

        しています。また、利息の支払額は連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。  

指    標  平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 

 自己資本比率  ％ 18.1  ％ 18.0  ％ 19.8

 時価ベースの自己資本比率  ％ 9.4  ％ 8.3  ％ 8.1

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率  年 18.5  年 17.2  年 19.2

 インタレスト・カバレッジ・レシオ  倍 3.2  倍 3.4  倍 2.8



  

(3) 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、総合建設業としての技術革新と競争力を保持するため、人的資源及び技術研究開発などへの投資と企業リ

スク回避のための内部留保に努め、経営基盤の維持補強を図るとともに、株主の皆様に対する利益還元についても安

定配当の継続を重視した利益配分を基本方針としています。 

 しかしながら、当期の配当につきましては、財務体質の強化に必要な内部留保を図るため、誠に申し訳なく存じま

すが、無配とさせていただきます。 

 次期の配当につきましては、厳しい経営環境が続く中、今後の収益状況等を見極める必要があることから、現時点

での配当実施については未定とさせていただきます。 

                                                  

(4) 事業等のリスク 

 最近の有価証券報告書（平成21年６月26日提出）における「事業等のリスク」から重要な変更がないため開示を省

略しております。 

  

 最近の有価証券報告書（平成21年６月26日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

(1) 会社の経営の基本方針 

 当社は、経営の基本方針として 
  

  
を経営理念に掲げています。 

 これは当社創設以来の不朽の方針を表しており、“株主・お客さま・取引先など関係あるすべてのステークホルダ

ー”から「価値ある企業」として支持され、将来にわたりその存在を主張する基本理念です。 

 当社では、平成22年度経営計画に基づき、受注と利益の確保や安全・品質確保への取り組みを強化することなどに

より、経営基盤の安定化を図ることに全力をあげてまいります。 

  

(2) 会社の経営戦略・経営目標 

 平成22年度は、平成21年9月に発表した「中期経営計画“2009～2011”」の二年目として、これまでの取り組みを 

確実に実行し、更なる変革を推し進め、技術、営業、人材、財務における地力を向上することで目標を達成するとと

もに復配をめざします。そのために、以下に掲げる施策に重点的に取り組んでまいります。 

  

① 価格競争力を強化し、受注と利益を確保する 

  競争が激化する市場において、受注競争に勝ち残り利益を確保することは平成22年度の経営計画の根幹です。 

 そのため、営業から工事まで、本・支店から現場まで、部門の垣根を越え全社員がベクトルを合わせて価格競争力

 強化に取り組み、受注と利益の確保に向けて以下のとおり取り組みます。 

 ・社内外のネットワーク再整備と活用による、営業財産の拡大と受注確保 

 ・お客さまのニーズに応えた技術提案と、変化に対応した総合評価対応の体制づくり 

 ・価格競争力と技術提案力の向上による、得意分野である鉄道・交通インフラ工事での受注拡大 

 ・全役員・社員が一体となり取り組む営業活動の強化 

 ・既成概念にとらわれない発想と創意工夫による、現場力と利益の向上 

 ・市場性のある分野を中心とした、他社と差別化できる技術開発の推進 

２．企業集団の状況

３．経営方針

「信用と技術」を基本として 

安全で機能的な人間味あふれる環境を提供し 

会社の成長と従業員の福祉の増進をはかり 

社会の繁栄に貢献する 



  

② 安全・品質確保への取り組みを強化し、お客さまの信頼を獲得する 

  安全と品質の確保を常に上位に考え、重大なトラブルを未然に防ぐ仕組みを構築し、企業価値を向上させるとと

 もに、お客さまからより一層の信頼を得られるよう、以下のとおり取り組みます。 

 ・個々の意識と感性を高めることによる、安全・品質トラブルの未然防止 

 ・小さなトラブルを大きな事故につなげない仕組みづくり 

 ・過去の事例を個々の現場に置き換え、検討・対処する安全への取り組みの強化 

 ・外部環境の変化に対応した品質管理体制の確立による、利益の逸失防止 

 ・建設技術総合センターの総合的活用による、安全・品質管理のレベルアップ 

   

③ 社員の育成に注力し、将来を担う人材を育成する 

  社員一人ひとりが充実し、自己実現を果たせる環境を整備します。特に当社の将来を担う中堅および若手社員が

 成長を実感できるよう、組織的なバックアップ体制の強化に取り組みます。 

  ・本部面談の継続と人材ロードマップに基づいた若手社員の育成・フォロー 

  ・建設技術総合センターを活用した、教育・研修体系の充実 

  ・「新・現場主義」の継続による、現場力向上とゆとり創出 

  ・成長を感じることのできる、OJT の計画と実施 

  ・社員へのCSR 意識の浸透 

  

  このような経営戦略を実施することにより、当社通期業績見通しである売上高144,000百万円、営業利益3,100百

 万円、経常利益2,500百万円、当期純利益1,800百万円の達成を図ってまいります。 

  

(3) 会社の対処すべき課題 

 今後のわが国の経済見通しにつきましては、企業収益の改善が続く中で、海外経済の改善や緊急経済対策をはじめ

とする政策の効果などを背景に、景気の持ち直し傾向が続くことが期待されますが、景気を下押しするリスクは依然

存在する状況にあります。  

 建設業界におきましては、住宅着工に持ち直しの傾向があるものの、公共建設投資は政策の見直しにより大幅に減

少する見通しが強まり、民間企業においては設備の過剰感が依然として高く、民間建設投資は当面低水準で推移する

ものと想定され、厳しい経営環境が続くと思われます。 

 このような状況の中、平成22年度において当社は、「中期経営計画“2009～2011”」の取り組みを着実に実行する

とともに、さらなる変革を推し進めるために 

・価格競争力を強化し、受注と利益を確保する 

・安全・品質確保への取り組みを強化し、お客さまの信頼を獲得する 

・社員の育成に注力し、将来を担う人材を育成する 

等の施策に重点的に取り組み、技術、営業、人材、財務それぞれの分野における地力をさらに向上させ、「ゆるぎな

い経営基盤」の構築に向けて全力をあげてまいります。  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 ※3  18,937 ※3  19,427

受取手形・完成工事未収入金等 67,633 69,100

販売用不動産 2,919 2,397

未成工事支出金 11,351 ※5  9,973

不動産事業支出金 1,359 1,351

その他のたな卸資産 ※4  1,206 ※4  1,028

繰延税金資産 3,131 2,321

その他 3,011 1,537

貸倒引当金 △206 △426

流動資産合計 109,344 106,712

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 ※3  15,392 ※3  15,722

機械、運搬具及び工具器具備品 2,061 2,090

土地 ※2, ※3  14,027 ※2, ※3  13,769

リース資産 76 101

建設仮勘定 1 －

減価償却累計額 △10,296 △10,728

有形固定資産計 21,262 20,956

無形固定資産 219 332

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1, ※3  16,498 ※1, ※3  18,934

長期貸付金 ※3  795 ※3  775

破産更生債権等 3,953 3,887

繰延税金資産 5,771 5,634

その他 1,528 1,142

貸倒引当金 △3,900 △3,846

投資その他の資産計 24,646 26,526

固定資産合計 46,128 47,815

資産合計 155,472 154,527



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 36,074 39,580

短期借入金 ※3  36,831 ※3  37,305

1年内償還予定の社債 ※3  7,140 ※3  3,640

未払金 10,226 9,815

未成工事受入金 5,241 2,837

完成工事補償引当金 283 264

賞与引当金 616 589

偶発損失引当金 405 213

工事損失引当金 980 ※5  616

その他 9,244 7,692

流動負債合計 107,043 102,555

固定負債   

社債 ※3  4,460 ※3  4,820

長期借入金 ※3  4,320 ※3  4,938

繰延税金負債 42 27

再評価に係る繰延税金負債 ※2  3,099 ※2  3,082

退職給付引当金 7,965 8,023

偶発損失引当金 56 －

負ののれん 95 －

その他 186 165

固定負債合計 20,226 21,056

負債合計 127,269 123,612

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,293 18,293

資本剰余金 5,329 5,329

利益剰余金 3,412 4,362

自己株式 △57 △64

株主資本合計 26,978 27,921

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 44 1,657

土地再評価差額金 ※2  893 ※2  1,026

評価・換算差額等合計 938 2,684

少数株主持分 285 309

純資産合計 28,202 30,914

負債純資産合計 155,472 154,527



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高   

完成工事高 ※3  150,522 ※3  136,202

兼業事業売上高 2,753 3,027

売上高合計 153,275 139,229

売上原価   

完成工事原価 140,252 ※4  127,449

兼業事業売上原価 ※5  2,239 ※5  2,494

売上原価合計 142,491 129,944

売上総利益   

完成工事総利益 10,269 8,752

兼業事業総利益 514 532

売上総利益合計 10,784 9,285

販売費及び一般管理費 ※1  7,868 ※1  7,126

営業利益 2,915 2,158

営業外収益   

受取利息 108 92

受取配当金 322 318

負ののれん償却額 95 95

為替差益 － 128

その他 52 94

営業外収益合計 578 729

営業外費用   

支払利息 889 901

為替差損 41 －

その他 111 143

営業外費用合計 1,042 1,045

経常利益 2,452 1,843

特別利益   

前期損益修正益 ※6  161 ※6  5

固定資産売却益 0 2

貸倒引当金戻入額 － 52

偶発損失引当金戻入額 － 83

その他 40 0

特別利益合計 202 144

特別損失   

固定資産売却損 ※8  65 －

減損損失 ※7  82 ※7  248

投資有価証券評価損 181 147

貸倒引当金繰入額 766 105

特別瑕疵補修損失 － 144

その他 ※9  107 ※9  133

特別損失合計 1,202 778

税金等調整前当期純利益 1,452 1,208

法人税、住民税及び事業税 191 148

法人税等調整額 151 △49

法人税等合計 342 98

少数株主利益 43 26

当期純利益 1,065 1,083



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 18,293 18,293

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,293 18,293

資本剰余金   

前期末残高 5,329 5,329

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,329 5,329

利益剰余金   

前期末残高 2,126 3,412

当期変動額   

当期純利益 1,065 1,083

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の処分 － △1

当期変動額合計 1,286 949

当期末残高 3,412 4,362

自己株式   

前期末残高 △50 △57

当期変動額   

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 3

当期変動額合計 △7 △6

当期末残高 △57 △64

株主資本合計   

前期末残高 25,699 26,978

当期変動額   

当期純利益 1,065 1,083

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 1

当期変動額合計 1,278 943

当期末残高 26,978 27,921



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,938 44

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,612

当期変動額合計 △4,893 1,612

当期末残高 44 1,657

土地再評価差額金   

前期末残高 1,114 893

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 △220 132

当期変動額合計 △220 132

当期末残高 893 1,026

評価・換算差額等合計   

前期末残高 6,053 938

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 △220 132

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,612

当期変動額合計 △5,114 1,745

当期末残高 938 2,684

少数株主持分   

前期末残高 243 285

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 41 23

当期変動額合計 41 23

当期末残高 285 309

純資産合計   

前期末残高 31,996 28,202

当期変動額   

当期純利益 1,065 1,083

土地再評価差額金の取崩 － －

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,852 1,636

当期変動額合計 △3,793 2,712

当期末残高 28,202 30,914



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,452 1,208

減価償却費 574 559

減損損失 82 248

負ののれん償却額 △95 △95

貸倒引当金の増減額（△は減少） 720 166

退職給付引当金の増減額（△は減少） 70 58

工事損失引当金の増減額（△は減少） △273 △364

その他の引当金の増減額（△は減少） △137 △293

受取利息及び受取配当金 △413 △404

支払利息 889 901

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 183 147

有形固定資産売却損益（△は益） 64 △2

売上債権の増減額（△は増加） 13,572 △1,403

未成工事支出金の増減額（△は増加） 423 1,377

たな卸資産の増減額（△は増加） 251 725

その他の資産の増減額（△は増加） △958 1,308

仕入債務の増減額（△は減少） △7,992 3,506

未成工事受入金の増減額（△は減少） △4,284 △2,404

その他の負債の増減額（△は減少） △504 △1,917

その他 224 △32

小計 3,849 3,289

利息及び配当金の受取額 413 407

利息の支払額 △893 △947

法人税等の支払額 △308 △106

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,061 2,642

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入 0 －

有形固定資産の取得による支出 △557 △471

有形固定資産の売却による収入 0 2

無形固定資産の取得による支出 △79 △178

投資有価証券の取得による支出 △488 △6

投資有価証券の売却による収入 7 1

貸付けによる支出 △208 △97

貸付金の回収による収入 106 122

定期預金の払戻による収入 500 －

信託受益権の取得による支出 － △797

信託受益権の売却による収入 － 797

その他 128 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △590 △622



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 500 100

長期借入れによる収入 1,700 3,240

長期借入金の返済による支出 △2,335 △2,247

社債の発行による収入 2,635 3,920

社債の償還による支出 △600 △7,140

転換社債の償還による支出 △4,728 －

リース債務の返済による支出 △10 △26

自己株式の増減額（△は増加） △7 △8

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,848 △2,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 △200 134

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △579 △9

現金及び現金同等物の期首残高 19,516 ※1  18,937

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  18,937 ※1  18,927



 該当事項はありません。  

   

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  すべての子会社（２社）を連結してい

ます。 

連結子会社名 

テッケン興産㈱  

㈱ジェイテック  

  

 同 左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 関連会社に関する投資額については、

持分法を適用していません。 

 同 左 

  持分法非適用の関連会社名  

墨田コートハウスサービス㈱  

    プラザノースマネジメント㈱ 

    八千代ゆりのき台ＰＦＩ㈱ 

  

  

   持分法非適用の関連会社は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から

除外しています。 

  

  

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度は当社と一致し

ています。 

  

同 左 

４．会計処理基準に関する事

項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａ．満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

ａ．満期保有目的債券 

同 左 

  ｂ．その他有価証券 

(ａ)時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

ｂ．その他有価証券 

(ａ)時価のあるもの 

 同 左 

  (ｂ)時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(ｂ)時価のないもの 

 同 左 

  ②デリバティブ 

時価法 

  

②デリバティブ 

同 左 



  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  ③たな卸資産 

販売用不動産・不動産事業支出金 

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

③たな卸資産 

販売用不動産・不動産事業支出金 

同 左  

  未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同 左 

  その他のたな卸資産（材料貯蔵品） 

移動平均法による原価法（貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定） 

 ただし、一部の連結子会社は貯蔵

品や商品に先入先出法による原価法

を採用しています。 

  

その他のたな卸資産（材料貯蔵品） 

同 左 

  (２)重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっています。   

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっています。  

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。   

(２)重要な減価償却資産の減価償却方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっています。   

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法によっています。  

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっています。   

  （追加情報） 

 平成20年度の法人税法の改正を契機

として見直しを行い、当連結会計年度

より、有形固定資産の耐用年数の見積

りの変更を実施しました。 

 これによる損益に与える影響は軽微

であります。 

  

  ②無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法によっています。 

 なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ています。 

 ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっていま

す。 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

同 左 

  ③リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用していま

す。 

  

③リース資産 

同 左 



  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  (３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 売上債権及び貸付金等の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しています。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同 左 

  ②完成工事補償引当金 

 完成工事に係るかし担保の費用に備

えるため、当連結会計年度の完成工事

高（進行基準工事を含む）に対する将

来の見積補償額に基づいて計上してい

ます。 

②完成工事補償引当金 

同 左 

  ③賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額基準により計上していま

す。 

③賞与引当金 

同 左 

  ④工事損失引当金  

 受注工事に係る将来の損失に備える

ため、当連結会計年度末手持工事のう

ち損失の発生が見込まれ、かつ、その

金額を合理的に見積もることができる

工事について、損失見込額を計上して

います。  

④工事損失引当金  

同 左  

  ⑤退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ています。 

 過去勤務債務は発生時に一括償却し

ています。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

しています。 

⑤退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ています。 

 過去勤務債務は発生時に一括償却し

ています。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

しています。 

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20

年７月31日）を適用しています。 

 なお、これによる営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純利益に与え

る影響はありません。  

  ⑥偶発損失引当金 

 債務保証等に伴い発生する損失に備

えるため、契約条件及び債務保証先の

財政状態等を個別に検討し、損失負担

見込額を計上しています。 

  

⑥偶発損失引当金 

同 左 



  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  ──────────── (４)重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

 当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完

成基準を適用しています。 

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、工期12か月以上、請

負金額１億円以上の国内工事及び工

期12か月以上、請負金額10億円以上

の海外工事については工事進行基準

を、その他の工事については工事完

成基準を適用していましたが、当連

結会計年度から「工事契約に関する

会計基準」（企業会計基準第15号 

平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19

年12月27日）が適用されたことに伴

い、当連結会計年度に着手した工事

契約から、当連結会計年度末までの

進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積りは原価比

例法）を、その他の工事については

工事完成基準を適用しています。 

 これにより、従来の方法によった

場合と比べ、当連結会計年度に係る

完成工事高は3,636百万円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が、それぞれ217百万

円増加しています。  

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しています。

   



  

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

  (５)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについて、特例処理を採用していま

す。 

(５)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同 左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

 デリバティブ取引（金利スワッ

プ） 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ．ヘッジ手段 

同 左 

  ｂ．ヘッジ対象 

 相場変動による損失の可能性が

あり、相場変動が評価に反映され

ていないもの及びキャッシュ・フ

ローが固定され、その変動が回避

されるもの 

ｂ．ヘッジ対象 

同 左 

  ③ヘッジ方針 

 主に当社の内部規定である「金融市

場リスク管理方針」に基づき、相場変

動及び金利変動をヘッジしています。

 なお、主なリスクとして借入金の金

利変動をヘッジしています。 

③ヘッジ方針 

同 左  

  

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理を採用して

いるため、ヘッジ有効性評価は省略し

ています。 

  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同 左 

  (６)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

①完成工事高の計上基準 

 完成工事高の計上は、工事完成基準

によっていますが、工期12か月以上、

請負金額１億円以上の国内工事及び工

期12か月以上、請負金額10億円以上の

海外工事については工事進行基準によ

っています。 

(６)その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

──────────── 

  ②消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税に相当する額

の会計処理は、税抜方式によっていま

す。 

①消費税等の会計処理 

同 左 

  ──────────── ②連結納税制度の適用 

 当連結会計年度から連結納税制度を

適用しています。 

  

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価は全

面時価評価法によっています。 

  

 同 左 

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っています。

ただし、のれん及び負ののれんの金額に

重要性が乏しいものは、発生年度に一括

償却しています。 

  

同 左 



  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。 

  

同 左 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

 前連結会計年度 
 （自 平成20年４月１日 

   至 平成21年３月31日） 

 当連結会計年度 
 （自 平成21年４月１日 

   至 平成22年３月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっています。 

 なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

──────────── 



  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

（連結貸借対照表関係） 

「未成工事支出金等」 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「未成工事支出金等」として

掲記されていたものは、当連結会計年度から「未成工事

支出金」「その他のたな卸資産」に区分掲記していま

す。 

 なお、前連結会計年度の「未成工事支出金等」に含ま

れる「未成工事支出金」「その他のたな卸資産」は、そ

れぞれ11,774百万円、646百万円です。 

  

（連結貸借対照表関係） 

──────────── 

「たな卸不動産」 

 財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20

年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「たな卸不動産」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「販売用不動

産」「不動産事業支出金」に区分掲記しています。 

 なお、前連結会計年度の「たな卸不動産」に含まれる

「販売用不動産」「不動産事業支出金」は、それぞれ

3,524百万円、1,334百万円です。 

  

──────────── 

「未成工事受入金等」 

 前連結会計年度において「未成工事受入金等」として

表示していた「未成工事受入金」及び「不動産事業受入

金」は、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務

諸表の比較可能性を向上するため、当連結会計年度から

「未成工事受入金」については「未成工事受入金」とし

て区分掲記し、「不動産事業受入金」は「その他」に含

めて表示しています。 

 なお、前連結会計年度の「未成工事受入金」「不動産

事業受入金」は、それぞれ9,525百万円、56百万円、当

連結会計年度の「不動産事業受入金」は、38百万円で

す。 

  

──────────── 

（連結損益計算書関係） 

「投資有価証券売却益」 

 前連結会計年度において特別利益に区分掲記していま

した「投資有価証券売却益」については、当連結会計年

度は特別利益総額の100分の10以下であるため、特別利

益の「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当連結会計年度の「投資有価証券売却益」は、

０百万円です。 

  

（連結損益計算書関係） 

──────────── 



  

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

「貸倒引当金戻入額」 

 前連結会計年度において特別利益に区分掲記していま

した「貸倒引当金戻入額」については、当連結会計年度

は特別利益総額の100分の10以下であるため、特別利益

の「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当連結会計年度の「貸倒引当金戻入額」は、18

百万円です。  

  

「貸倒引当金戻入額」 

 前連結会計年度において特別利益の「その他」に含め

て表示していました「貸倒引当金戻入額」については、

当連結会計年度は特別利益総額の100分の10を超えるこ

ととなったため、区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度の「貸倒引当金戻入額」は、18

百万円です。  

──────────── 「偶発損失引当金戻入額」 

 前連結会計年度において特別利益の「その他」に含め

て表示していました「偶発損失引当金戻入額」について

は、当連結会計年度は特別利益総額の100分の10を超え

ることとなったため、区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度の「偶発損失引当金戻入額」

は、13百万円です。 

  

「投資有価証券評価損」 

 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含め

て表示していました「投資有価証券評価損」について

は、当連結会計年度は特別損失総額の100分の10を超え

ることとなったため、区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度の「投資有価証券評価損」は、

49百万円です。  

  

──────────── 

「貸倒引当金繰入額」 

 前連結会計年度において特別損失の「その他」に含め

て表示していました「貸倒引当金繰入額」については、

当連結会計年度は特別損失総額の100分の10を超えるこ

ととなったため、区分掲記することとしました。 

 なお、前連結会計年度の「貸倒引当金繰入額」は、３

百万円です。 

  

──────────── 

「偶発損失引当金繰入額」 

 前連結会計年度において特別損失に区分掲記していま

した「偶発損失引当金繰入額」については、当連結会計

年度は特別損失総額の100分の10以下であるため、特別

損失の「その他」に含めて表示することとしました。 

 なお、当連結会計年度の「偶発損失引当金繰入額」

は、62百万円です。  

  

──────────── 



前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

「たな卸資産の増減額（△は増加）」 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「たな卸資産の

増減額（△は増加）」は、前連結会計年度は「その他の

資産の増減額（△は増加）」に含めておりましたが、Ｅ

ＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較

可能性を向上するため、当連結会計年度から、前連結会

計年度まで区分掲記していた「たな卸不動産の減少・増

加（△）額」とあわせて、「たな卸資産の増減額（△は

増加）」として区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他の資産の増減額（△

は増加）」に含まれる「たな卸資産の増減額（△は増

加）」は208百万円、当連結会計年度の「たな卸不動産

の減少・増加（△）額」は811百万円です。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

──────────── 

「その他」 

 投資活動によるキャッシュ・フローの「その他の投資

の増加による支出」及び「その他の投資の減少による収

入」は、前連結会計年度末まで区分掲記しておりました

が、ＥＤＩＮＥＴへのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表

の比較可能性を向上するため、当連結会計年度から投資

活動によるキャッシュ・フローの「その他」として表示

しております。 

 なお、当連結会計年度の「その他の投資の増加による

支出」「その他の投資の減少による収入」は、それぞれ

△５百万円、133百万円です。 

  

──────────── 

追加情報

 前連結会計年度 
 （自 平成20年４月１日 

   至 平成21年３月31日） 

 当連結会計年度 
 （自 平成21年４月１日 

   至 平成22年３月31日） 

 当社は、当連結会計年度中に連結納税の承認申請を

行い、平成21年３月に承認されましたので、当連結会

計年度より、「連結納税制度を適用する場合の税効果

会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基

準委員会実務対応報告第５号）及び「連結納税制度を

適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（そ

の２）」（企業会計基準委員会実務対応報告第７号）

に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理

をしております。 

  

──────────── 



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

※１．関連会社に対するものは、次のとおりです。 ※１．関連会社に対するものは、次のとおりです。 

投資有価証券（株式） 19百万円 投資有価証券（株式） 19百万円

    

※２．当社は、土地の再評価に関する法律に基づき、事業

用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しています。 

※２．当社は、土地の再評価に関する法律に基づき、事業

用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しています。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出してい

ます。 

・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第４号

に定める路線価及び路線価のない土地は第２条第

３号に定める固定資産税評価額に基づいて、奥行

き価格補正等の合理的な調整を行って算出してい

ます。 

・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 ・再評価を行った年月日   平成12年３月31日 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との

差額 

3,030百万円 

・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価の合計額と再評価後の帳簿価額の合計額との

差額 

     3,459百万円 

    

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,320百万円、短期借

入金（長期借入金よりの振替分）2,131百万円、社

債2,160百万円に対する銀行保証及び１年内償還予

定の社債（社債よりの振替分）540百万円に対する

銀行保証の担保に供しています。 

※３．担保に供している資産 

(１) 下記の資産は、長期借入金4,604百万円、短期借

入金（長期借入金よりの振替分）2,339百万円、社

債1,620百万円に対する銀行保証及び１年内償還予

定の社債（社債よりの振替分）540百万円に対する

銀行保証の担保に供しています。 

建物・構築物 1,048百万円

土地 663  

投資有価証券 11,906  

   計 13,617  

建物・構築物 1,009百万円

土地 663  

投資有価証券 14,510  

   計 16,183  

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ差

入れています。 

(２) 下記の資産は工事履行保証等として得意先等へ差

入れています。 

現金預金 48百万円 現金預金 49百万円

(３) 下記の資産は関連会社等の借入金等の担保に供し

ています。 

(３) 下記の資産は関連会社等の借入金等の担保に供し

ています。 

  

投資有価証券  22百万円

長期貸付金 60  

  計 82  

  

投資有価証券  22百万円

長期貸付金 58  

  計 81  

※４．その他のたな卸資産の内訳は次のとおりです。 ※４．その他のたな卸資産の内訳は次のとおりです。 

材料貯蔵品 1,204百万円

商品 1  

材料貯蔵品 1,024百万円

商品 3  

    



  

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

──────────── 

  

  

  

  

  

６．偶発債務 

（１）連結会社以外の会社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っています。 

※５．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ています。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未

成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

11百万円です。  

  

６．偶発債務 

（１）連結会社以外の会社等の金融機関借入金等につい

て保証を行っています。 

  ① 借入金保証     

 マンション購入者  76百万円

 当社従業員  14  

      計 90  

  ① 借入金保証     

 マンション購入者  64百万円

 当社従業員  10  

      計 75  

    

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。 

従業員給料手当 3,820百万円

賞与引当金繰入額 185  

退職給付費用 510  

法定福利費 543  

福利厚生費 128  

通信交通費 473  

地代家賃 246  

従業員給料手当 3,403百万円

賞与引当金繰入額 154  

退職給付費用 526  

法定福利費 475  

福利厚生費 184  

通信交通費 429  

地代家賃 242  

    

 ２．一般管理費に含まれる研究開発費は403百万円で

す。 

 ２．一般管理費に含まれる研究開発費は318百万円で

す。 

    

※３．完成工事高のうちには、工事進行基準によった完成

工事高105,230百万円が含まれています。 

※３．完成工事高のうちには、工事進行基準によった完成

工事高97,861百万円が含まれています。 

     

──────────── ※４．完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、

463百万円です。 

     

※５．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が兼業事業売上原

価に含まれています。 

152百万円 

※５．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の

金額であり、次のたな卸資産評価損が兼業事業売上原

価に含まれています。 

   1百万円 

    

※６．前期損益修正益の内容 ※６．前期損益修正益の内容 

未払金戻入 92百万円

過年度償却額修正益 39  

その他 29  

合計 161  

償却済債権取立額 3百万円

償却済会員権取立額 1  

未払金戻入 0  

合計 5  

    



前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

※７．減損損失  

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産について減損損失を計上しました。 

  

  

  当社グループは、建設事業及び共用資産につい

ては各支店及び事業所単位に、不動産賃貸事業及

びその他事業については個別物件毎に、また、将

来使用が見込まれない資産については処分予定資

産として、グルーピングしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格の下落及び賃料

相場の低迷並びに競争激化による収益性の低下等

により、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失82百万円として特

別損失に計上しています。 

 その内訳は、建物・構築物3百万円、土地71百万

円、その他7百万円です。 

 なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額と

使用価値のいずれか高い価額としています。建

物・構築物、土地等の正味売却価額は路線価及び

固定資産税評価額などを基に評価し、使用価値は

将来キャッシュ・フローを2.5%で割り引いて算定

しています。 

  

用途 場所 件数 種類 

建設 福岡県他 ２件 
電話加入権、 

ソフトウェア他 

不動産賃貸 北海道他 ２件 
建物・構築物、

土地 

共用資産 北海道 １件 建物・構築物 

※７．減損損失  

 当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産について減損損失を計上しました。 

  

  

  当社グループは、建設事業及び共用資産につい

ては各支店及び事業所単位に、不動産賃貸事業及

びその他事業については個別物件毎に、また、将

来使用が見込まれない資産については処分予定資

産として、グルーピングしています。 

 近年の予想し得ない不動産価格の下落及び賃料

相場の低迷並びに競争激化による収益性の低下等

により、上記資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失248百万円として特

別損失に計上しています。 

 その内訳は、建物・構築物19百万円、土地224百

万円、その他4百万円です。 

 なお、各資産の回収可能価額は正味売却価額と

使用価値のいずれか高い価額としています。建

物・構築物、土地等の正味売却価額は路線価及び

固定資産税評価額などを基に評価し、使用価値は

将来キャッシュ・フローを2.5%で割り引いて算定

しています。 

  

用途 場所 件数 種類 

建設 東京 １件 
電話加入権、 

長期前払費用他 

不動産賃貸 神奈川他 ３件 
建物・構築物、

土地 

共用資産 北海道 １件 建物・構築物 

※８．固定資産売却損の内容  

 連結会社間における売買により発生した損失で

あり、未実現損失として消去を行わず、固定資産

売却損として表示しています。 

  

土地 65百万円

──────────── 

※９．特別損失「その他」の内容 ※９．特別損失「その他」の内容 

偶発損失引当金繰入額 62百万円

その他 45  

合計 107  

        

訴訟和解金 69百万円

その他 63  

合計 133  

        



前連結会計年度（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加71,698株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

２．自己株式の種類及び総数に関する事項 

（注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加125,679株は、単元未満株式の買取りによる増加です。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少24,400株は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものです。 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

普通株式  156,689,563  －  －  156,689,563

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

普通株式  336,023  71,698  －  407,721

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

普通株式  156,689,563  －  －  156,689,563

株式の種類 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当連結会計年度増加
株式数（株） 

当連結会計年度減少
株式数（株） 

当連結会計年度末株
式数（株） 

普通株式  407,721  125,679  24,400  509,000

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金預金勘定 18,937百万円

現金及び現金同等物 18,937  

現金預金勘定 19,427百万円

預入期間が３か月を超える定期預

金 
△500  

現金及び現金同等物 18,927  

    



Ⅰ 前連結会計年度（平成21年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として、規約型企業年金制度・退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けていま

す。また、連結子会社においても、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けて

います。当社及び連結子会社の加入する厚生年金基金（代行部分を含む）はいずれも総合設立方式であり、自

社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、年金基金への要拠出額を退職給付

費用として計上しています。 

 その他、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 当社においては、昭和58年４月１日より従来の退職金の一部を適格退職年金に移行し、昭和63年４月１日

に、同日設立の全国建設厚生年金基金に加入しています。また、平成15年４月１日より従来の適格退職年金制

度を規約型企業年金制度に移行するとともに、規約型企業年金及び退職一時金については混合型（キャッシ

ュ・バランス）制度を導入しています。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りです。 

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成20年３月31日現在） 

（２）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

  

２．退職給付債務に関する事項 

(注)１．臨時に支払う割増退職金は含めていません。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、① 勤務費用に計上しています。 

  

（退職給付関係）

  全国建設厚生年金基金   その他  

年金資産の額 214,436百万円   46,374百万円 

年金財政計算上の給付債務の額 242,567百万円   51,485百万円 

差引額 △28,131百万円   △5,110百万円 

  全国建設厚生年金基金   その他  

  3.64％   0.84％ 

        （加重平均値）  

 ① 退職給付債務 17,260百万円 

② 年金資産 5,676  

③ 未認識数理計算上の差異 3,617  

④ 退職給付引当金（①－②－③） 7,965  

 ① 勤務費用 571百万円 

② 利息費用 355  

③ 期待運用収益（減算） 178  

④ 数理計算上の差異の費用処理額 635  

⑤ 厚生年金基金拠出額 433  

⑥ 退職給付費用 

（①＋②－③＋④＋⑤） 
1,817  



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

Ⅱ 当連結会計年度（平成22年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として、規約型企業年金制度・退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けていま

す。また、連結子会社においても、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び厚生年金基金制度を設けて

います。当社及び連結子会社の加入する厚生年金基金（代行部分を含む）はいずれも総合設立方式であり、自

社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、年金基金への要拠出額を退職給付

費用として計上しています。 

 その他、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 当社においては、昭和58年４月１日より従来の退職金の一部を適格退職年金に移行し、昭和63年４月１日

に、同日設立の全国建設厚生年金基金に加入しています。また、平成15年４月１日より従来の適格退職年金制

度を規約型企業年金制度に移行するとともに、規約型企業年金及び退職一時金については混合型（キャッシ

ュ・バランス）制度を導入しています。 

 なお、要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項は次の通りです。 

（１）制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日現在） 

（２）制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

  

２．退職給付債務に関する事項 

(注)１．臨時に支払う割増退職金は含めていません。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。 

  

 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.5％ 

過去勤務債務の額の処理年数 発生時に一括償却しています。 

数理計算上の差異の処理年数 10年 

   各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しています。 

  全国建設厚生年金基金   その他  

年金資産の額 172,458百万円   34,347百万円 

年金財政計算上の給付債務の額 242,474百万円   49,919百万円 

差引額 △70,015百万円   △15,572百万円 

  全国建設厚生年金基金   その他  

  3.60％   1.53％ 

        （加重平均値）  

 ① 退職給付債務 16,339百万円 

② 年金資産 6,146  

③ 未認識数理計算上の差異 2,168  

④ 退職給付引当金（①－②－③） 8,023  



３．退職給付費用に関する事項 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、① 勤務費用に計上しています。 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 ① 勤務費用 547百万円 

② 利息費用 343  

③ 期待運用収益（減算） 141  

④ 数理計算上の差異の費用処理額 780  

⑤ 厚生年金基金拠出額 432  

⑥ 退職給付費用 

（①＋②－③＋④＋⑤） 
1,962  

 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.5％ 

過去勤務債務の額の処理年数 発生時に一括償却しています。 

数理計算上の差異の処理年数 10年 

   各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しています。 



（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産     

退職給付引当金 3,233百万円

繰越欠損金 2,666  

たな卸資産有税評価減 2,419  

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,856  

進行基準決算損 977  

投資有価証券有税評価減 571  

未払金否認 538  

固定資産減損 532  

工事損失引当金 398  

その他 1,481  

繰延税金資産小計 14,676  

評価性引当額 △5,632  

繰延税金資産合計 9,043  

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △46  

その他 △136  

繰延税金負債合計 △183  

繰延税金資産の純額 8,860  

繰延税金資産     

繰越欠損金 3,437百万円

退職給付引当金 3,257  

たな卸資産有税評価減 2,206  

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,847  

投資有価証券有税評価減 631  

固定資産減損 525  

進行基準決算損 462  

減損に伴う再評価差額金取崩額 344  

保有目的変更に伴う再評価差額金

取崩額 
271  

工事損失引当金 250  

その他 958  

繰延税金資産小計 14,191  

評価性引当額 △5,164  

繰延税金資産合計 9,026  

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △1,010  

その他 △86  

繰延税金負債合計 △1,097  

繰延税金資産の純額 7,928  

    

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

8.5     

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△4.2     

住民税均等割等 9.7     

評価性引当額の増減  △31.2     

その他 0.2     

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
23.6     

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

8.5     

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△3.9     

住民税均等割等 3.3     

評価性引当額の増減  △36.8     

その他 △3.5     

税効果会計適用後の法人税等の負担

率 
8.2     

    



前連結会計年度（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般 

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般 

その他事業：建設資機材等の販売他 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は43,826百万円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれています。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
建設事業 

（百万円） 
不動産事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
 150,522  1,855  897  153,275  －  153,275

(2)セグメント間の内部

売上高 
 25  380  14,926  15,333 (15,333)  －

計  150,547  2,236  15,824  168,608 (15,333)  153,275

営業費用  148,033  1,852  15,814  165,699 (15,340)  150,359

営業損益  2,514  383  10  2,908 (△7)  2,915

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

            

資産  94,059  14,849  8,225  117,134  38,337  155,472

減価償却費  348  208  21  578 (3)  574

減損損失  10  71  －  82  －  82

資本的支出  213  510  0  724 (29)  694



当連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しています。 

２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般 

不動産事業：不動産の売買及び賃貸他不動産全般 

その他事業：建設資機材等の販売他 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は45,404百万円であり、その主なものは当社での

余資運用資金（現金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等です。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれています。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４．会計処理基準に関する事項（４）重要な収益

及び費用の計上基準」に記載のとおり、当連結会計年度より「工事契約に関する会計基準」を適用していま

す。この結果、建設事業の売上高が3,636百万円、営業費用が3,419百万円、営業利益が217百万円増加して

います。 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額

に占める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略していま

す。 

 前連結会計年度及び当連結会計年度の海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略

しています。 

  
建設事業 

（百万円） 
不動産事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1)外部顧客に対する売

上高 
 136,202  2,020  1,006  139,229  －  139,229

(2)セグメント間の内部

売上高 
 6  378  14,394  14,779 (14,779)  －

計  136,208  2,399  15,400  154,009 (14,779)  139,229

営業費用  134,538  1,993  15,329  151,861 (14,791)  137,070

営業損益  1,670  405  71  2,147 (△11)  2,158

Ⅱ 資産、減価償却費、

減損損失及び資本的

支出 

            

資産  92,286  14,003  8,194  114,484  40,043  154,527

減価償却費  348  197  19  565 (6)  559

減損損失  6  242  －  248  －  248

資本的支出  615  20  7  643 (1)  644

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



Ⅰ 前連結会計年度（自 平成20年４月１日  至 平成21年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

 （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  （ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっています。 

Ⅱ 当連結会計年度（自 平成21年４月１日  至 平成22年３月31日） 

１．関連当事者との取引 

 （１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  （ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 取引金額その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっています。 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合(%) 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

法人主
要株主 
  
  
  
  
  
  

東日本旅客鉄
道㈱ 
  
  
  
  
  
  

東京都
渋谷区 
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 

 

200,000 運輸業 

駅スペース活
用事業 

ショッピン
グ・オフィス
事業 

その他事業 

直接

10.2％ 
  
  
  
  
  
  

建設工事
の請負 

役員の転
籍 
  
  
  
  

完成工事高
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 

 

40,642 完成工事未
収入金 

未成工事受
入金 
  
  
  
  

25,779

157

種類 会社等の名称
又は氏名 所在地 

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合(%) 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円) 

法人主
要株主 
  
  
  
  
  
  

東日本旅客鉄
道㈱ 
  
  
  
  
  
  

東京都
渋谷区 
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 

 

200,000 運輸業 

駅スペース活
用事業 

ショッピン
グ・オフィス
事業 

その他事業 

直接

10.2％ 
  
  
  
  
  
  

建設工事
の請負 

役員の兼
任、転籍 
  
  
  
  

完成工事高
  
  
  
  
  
  
  

 
 
 
 
 
 
 
 

44,466 完成工事未
収入金 

未成工事受
入金 
  
  
  
  

28,397

372



（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 該当事項はありません。 

 リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信に

おける開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しています。  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 178.63円

１株当たり当期純利益金額 6.82円

１株当たり純資産額 195.96円

１株当たり当期純利益金額 6.94円

  
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

 １株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円）  1,065  1,083

普通株式に係る当期純利益（百万円）  1,065  1,083

普通株式の期中平均株式数（千株）  156,317  156,252

（重要な後発事象）

（開示の省略）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 18,314 18,896

受取手形 2,333 2,015

完成工事未収入金 63,892 65,797

不動産事業未収入金 55 28

販売用不動産 2,919 2,397

未成工事支出金 11,155 9,828

不動産事業支出金 1,359 1,351

材料貯蔵品 1,202 1,023

未収入金 2,249 963

繰延税金資産 3,104 2,296

その他 1,389 990

貸倒引当金 △206 △427

流動資産合計 107,770 105,160

固定資産   

有形固定資産   

建物 11,818 12,101

減価償却累計額 △6,543 △6,761

建物（純額） 5,275 5,339

構築物 612 663

減価償却累計額 △496 △505

構築物（純額） 116 157

機械及び装置 452 454

減価償却累計額 △117 △166

機械及び装置（純額） 335 288

車両運搬具 2 2

減価償却累計額 △2 △2

車両運搬具（純額） － －

工具器具・備品 753 764

減価償却累計額 △707 △715

工具器具・備品（純額） 46 48

土地 11,496 11,362

リース資産 76 101

減価償却累計額 △9 △32

リース資産（純額） 67 69

建設仮勘定 1 －

有形固定資産計 17,338 17,266

無形固定資産 204 304



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 16,470 18,908

関係会社株式 144 144

長期貸付金 542 507

従業員に対する長期貸付金 226 242

関係会社長期貸付金 25 25

破産更生債権等 3,953 3,887

長期前払費用 5 2

繰延税金資産 5,804 5,643

その他 1,542 1,158

貸倒引当金 △3,900 △3,846

投資その他の資産計 24,815 26,673

固定資産合計 42,358 44,245

資産合計 150,128 149,406



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,974 4,204

工事未払金 27,041 31,726

短期借入金 35,831 36,405

1年内償還予定の社債 7,140 3,640

リース債務 21 27

未払金 12,067 11,468

未払法人税等 217 174

未払消費税等 1,577 －

未成工事受入金 5,224 2,821

不動産事業受入金 48 45

預り金 6,547 6,000

完成工事補償引当金 283 264

賞与引当金 593 568

偶発損失引当金 405 213

工事損失引当金 972 616

その他 747 1,309

流動負債合計 103,692 99,487

固定負債   

社債 4,460 4,820

長期借入金 4,320 4,938

リース債務 56 50

再評価に係る繰延税金負債 3,099 3,082

退職給付引当金 7,903 7,971

偶発損失引当金 56 －

固定負債合計 19,895 20,862

負債合計 123,588 120,349



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,293 18,293

資本剰余金   

資本準備金 5,289 5,289

資本剰余金合計 5,289 5,289

利益剰余金   

利益準備金 80 80

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,996 2,772

利益剰余金合計 2,076 2,852

自己株式 △57 △64

株主資本合計 25,601 26,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 44 1,659

土地再評価差額金 893 1,026

評価・換算差額等合計 938 2,685

純資産合計 26,540 29,056

負債純資産合計 150,128 149,406



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

売上高   

完成工事高 148,222 133,663

兼業事業売上高 1,893 2,053

売上高合計 150,116 135,716

売上原価   

完成工事原価 138,546 125,489

兼業事業売上原価 1,572 1,711

売上原価合計 140,119 127,200

売上総利益   

完成工事総利益 9,675 8,173

兼業事業総利益 320 341

売上総利益合計 9,996 8,515

販売費及び一般管理費   

役員報酬 193 203

従業員給料手当 3,523 3,100

賞与引当金繰入額 175 148

退職給付費用 497 512

法定福利費 515 448

福利厚生費 309 401

修繕維持費 21 24

事務用品費 78 70

通信交通費 435 394

動力用水光熱費 50 42

調査研究費 192 111

広告宣伝費 26 29

貸倒引当金繰入額 13 93

貸倒損失 8 0

交際費 105 100

寄付金 4 3

地代家賃 255 250

減価償却費 158 147

租税公課 235 203

保険料 13 12

雑費 544 387

販売費及び一般管理費合計 7,359 6,688

営業利益 2,636 1,827



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 98 96

有価証券利息 17 6

受取配当金 356 323

為替差益 － 128

その他 51 92

営業外収益合計 523 647

営業外費用   

支払利息 695 732

社債利息 181 152

為替差損 41 －

その他 111 143

営業外費用合計 1,030 1,029

経常利益 2,129 1,445

特別利益   

前期損益修正益 121 5

固定資産売却益 28 －

貸倒引当金戻入額 － 52

偶発損失引当金戻入額 － 83

その他 40 0

特別利益合計 191 141

特別損失   

固定資産売却損 65 －

減損損失 82 125

投資有価証券評価損 181 147

貸倒引当金繰入額 766 105

特別瑕疵補修損失 － 144

訴訟和解金 － 69

その他 107 61

特別損失合計 1,202 652

税引前当期純利益 1,118 934

法人税、住民税及び事業税 139 38

法人税等調整額 4 △13

法人税等合計 144 25

当期純利益 974 909



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 18,293 18,293

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 18,293 18,293

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 5,289 5,289

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,289 5,289

資本剰余金合計   

前期末残高 5,289 5,289

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 5,289 5,289

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 80 80

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 80 80

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 801 1,996

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の処分 － △1

当期変動額合計 1,195 775

当期末残高 1,996 2,772

利益剰余金合計   

前期末残高 881 2,076

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の処分 － △1

当期変動額合計 1,195 775

当期末残高 2,076 2,852

自己株式   

前期末残高 △50 △57

当期変動額   

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 3

当期変動額合計 △7 △6

当期末残高 △57 △64



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 24,414 25,601

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 220 △132

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 1

当期変動額合計 1,187 768

当期末残高 25,601 26,370

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 4,937 44

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,614

当期変動額合計 △4,893 1,614

当期末残高 44 1,659

土地再評価差額金   

前期末残高 1,114 893

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 △220 132

当期変動額合計 △220 132

当期末残高 893 1,026

評価・換算差額等合計   

前期末残高 6,051 938

当期変動額   

土地再評価差額金の取崩 △220 132

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,614

当期変動額合計 △5,113 1,747

当期末残高 938 2,685

純資産合計   

前期末残高 30,466 26,540

当期変動額   

当期純利益 974 909

土地再評価差額金の取崩 － －

自己株式の取得 △7 △10

自己株式の処分 － 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,893 1,614

当期変動額合計 △3,925 2,515

当期末残高 26,540 29,056



 該当事項はありません。  

   

継続企業の前提に関する注記



（注）当該事業年度前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、当該事業年度受注高

にその増減を含みます。また、当該事業年度前に外貨建てで受注した工事で、当該事業年度中の為替変動により請

負金額に増減のあるものについても同様に処理しています。  

６．個別受注高、完成工事高及び繰越工事高の状況

  （単位：百万円）

区  分 
前事業年度 

自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日 

当事業年度 
自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日 

比較増減 
（△） 

増減率 

受 

注 

高 

土 

木 

国内官公庁  23,004 ％ 37.2  27,216 ％ 39.7   4,212 ％ 18.3

国内民間  40,286 ％65.2  39,668 ％ 57.8   △617 ％ △1.5

海  外   △1,496 ％△2.4  1,703 ％2.5   3,199 －

計  61,794 ％100.0 ％45.4  68,588 ％ 100.0 ％ 56.6  6,794 ％ 11.0

建 

築 

国内官公庁  1,754 ％2.4  4,086 ％7.8   2,332 ％132.9

国内民間  72,503 ％97.6  48,497 ％92.2   △24,005 ％△33.1

海  外  －  －  －  －   －  －

 計   74,257 ％100.0 ％54.6  52,584 ％100.0 ％ 43.4  △21,673 ％△29.2

計 

国内官公庁  24,759 ％18.2  31,303 ％25.8   6,544 ％26.4

国内民間  112,789 ％82.9  88,166 ％72.8   △24,623 ％△21.8

海  外  △1,496 ％△1.1  1,703 ％1.4   3,199 －

計  136,052 ％100.0  121,173 ％100.0   △14,879 ％△10.9

 うち鉄道  69,990 ％51.4 ％100.0  64,822 ％53.5 ％ 100.0  △5,167 ％△7.4

完 

成 

工 

事 

高 

土 

木 

国内官公庁  17,578 ％25.4  20,422 ％29.3   2,843 ％16.2

国内民間  41,982 ％60.6  39,732 ％56.9   △2,249 ％△5.4

海  外  9,664 ％14.0  9,630 ％13.8   △33 ％△0.4

計   69,225 ％100.0 ％46.7  69,785 ％100.0 ％ 52.2  560 ％0.8

建 

築 

国内官公庁  3,860 ％4.9  2,958 ％4.6   △901 ％△23.4

国内民間  75,136 ％95.1  60,918 ％95.4   △14,217 ％△18.9

海  外  －  －  －  －   －  －

計  78,996 ％100.0 ％53.3  63,877 ％100.0 ％ 47.8  △15,119 ％△19.1

計 

国内官公庁  21,439 ％14.5  23,381 ％17.5   1,941 ％9.1

国内民間  117,118 ％79.0  100,651 ％75.3   △16,466 ％△14.1

海  外  9,664 ％6.5  9,630 ％7.2   △33 ％△0.4

計  148,222 ％100.0  133,663 ％ 100.0    △14,559 ％ △9.8

 うち鉄道  63,343 ％42.7 ％100.0  65,046 ％ 48.7 ％ 100.0  1,703 ％ 2.7

繰 

越 

工 

事 

高 

土 

木 

国内官公庁  30,455 ％ 37.9  37,250 ％ 47.1   6,794 ％ 22.3

国内民間  32,074 ％ 39.9  32,010 ％ 40.4   △64 ％ △0.2

海  外   17,787 ％22.2  9,859 ％12.5   △7,927 ％△44.6

計  80,317 ％100.0 ％54.3  79,120 ％100.0 ％ 58.4  △1,196 ％△1.5

建 

築 

国内官公庁  2,349 ％3.5  3,477 ％6.2   1,128 ％48.0

国内民間  65,273 ％96.5  52,852 ％93.8   △12,420 ％△19.0

海 外  －  －  －  －   －  －

計  67,623 ％ 100.0 ％45.7  56,330 ％ 100.0 ％ 41.6  △11,292 ％ △16.7

合 

計 

国内官公庁  32,805 ％ 22.2  40,727 ％ 30.1   7,922 ％ 24.2

国内民間  97,348 ％ 65.8  84,863 ％ 62.6   △12,484 ％ △12.8

海  外  17,787 ％ 12.0  9,859 ％ 7.3   △7,927 ％ △44.6

計  147,941 ％ 100.0    135,451 ％ 100.0    △12,489 ％ △8.4

 うち鉄道  60,314 ％ 40.8 ％100.0  60,089 ％ 44.4 ％ 100.0  △224 ％ △0.4



(1) 代表取締役の異動（平成22年６月29日予定） 

  

(2) その他の役員の異動（平成22年６月29日予定） 

① 退任取締役 

  

② 新任取締役候補 

  

(3) 執行役員の異動（平成22年６月29日予定）  

① 執行役員の役付変更 

  

② 退任執行役員 

    ※濱田 憲博、高橋 俊博 両氏は、常任顧問に就任予定であります。 

  

③ 新任執行役員候補 

  

７．役員の異動

新 役 職 氏  名 現 役 職 

常任顧問  手島 敬二  

代表取締役  

常務執行役員 

管理本部担当  

代表取締役 

常務執行役員 

管理本部長 

矢野 充夫 

取締役 

執行役員 

管理本部長  

氏  名 現 役 職 

神保 憲二 

取締役 

執行役員 

建築本部副本部長（鉄道担当） 

新 役 職 氏  名 現 役 職 

取締役 

常務執行役員 

建築本部長 

堯部 隆夫 
常務執行役員 

建築本部長 

新 役 職 氏  名 現 役 職 

常務執行役員 

東京鉄道支店長  
山崎 幹彦 

執行役員 

東京鉄道支店長 

氏  名 現 役 職 

濱田 憲博 
執行役員 

建築本部担当  

高橋 俊博 
執行役員 

関越支店担当 

新 役 職 氏  名 現 役 職 

執行役員 

建築本部担当兼管理本部担当      
森澤 吉男    常任顧問 

執行役員 

建築本部担当兼管理本部担当  
藤井 義久 

エム・ユー不動産調査株式会社 

代表取締役社長  
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